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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ています。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 142,020 163,282 198,258 309,759 357,486

経常利益 (百万円) 4,217 4,572 7,087 10,498 11,484

中間(当期)純利益 (百万円) 1,958 2,238 3,921 5,632 6,564

純資産額 (百万円) 58,807 66,396 83,664 61,667 72,819

総資産額 (百万円) 120,428 131,650 157,715 126,384 146,159

１株当たり純資産額 (円) 1,729.65 1,952.83 2,281.96 1,811.21 2,138.31

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 57.61 65.83 115.45 163.13 189.63

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.8 50.4 49.1 48.8 49.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,676 △308 8,443 15,551 7,324

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △7,084 △3,840 △4,474 △12,464 △9,980

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,923 819 △975 △1,128 743

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 4,676 3,320 8,983 6,119 4,971

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
6,951 
(1,257)

9,052
(1,840)

10,896
(2,336)

7,728 
(1,292)

9,664
(1,915)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ています。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

４ 平成18年３月期の１株当たり配当額16円は、設立45周年記念配当２円を含んでいます。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 72,214 67,995 76,254 153,470 143,396

経常利益 (百万円) 2,377 2,176 4,222 4,676 4,862

中間(当期)純利益 (百万円) 1,446 1,447 3,035 3,037 3,392

資本金 (百万円) 4,700 4,700 4,700 4,700 4,700

発行済株式総数 (千株) 34,000 34,000 34,000 34,000 34,000

純資産額 (百万円) 44,542 48,626 54,791 46,061 51,625

総資産額 (百万円) 74,376 76,069 86,462 78,916 83,537

１株当たり純資産額 (円) 1,310.08 1,430.19 1,611.53 1,352.44 1,515.21

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 42.55 42.57 89.29 87.02 96.59

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 5.00 7.00 9.00 12.00 16.00

自己資本比率 (％) 59.9 63.9 63.4 58.4 61.8

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
1,351 
(152)

1,413
(332)

1,467
(379)

1,359 
(158)

1,413
(325)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあり

ません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

(1) 当中間連結会計期間において、新たに非連結子会社より連結子会社となったものは、次のとおりです。 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

２ 議決権の所有(被所有)割合欄の(内書)は間接所有割合です。 

３ 寧波保税区提愛思泉盟汽車内飾有限公司、寧波出口加工区提愛思泉盟汽車内飾有限公司及び武漢提愛思全興汽車零部件有

限公司は特定子会社に該当します。 

  

(2) 当中間連結会計期間において、新たに持分法非適用関連会社より持分法適用関連会社となったものは、次のとお

りです。 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

２ 議決権の所有(被所有)割合欄の(内書)は間接所有割合です。 

  

名称 住所 資本金又 
は出資金 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 関係内容 

所有割合
(％) 

被所有
割合 
(％) 

役員の
兼任等 

資金
援助 営業上の取引 設備の

賃貸借

寧波保税区提愛思泉盟汽車 
内飾有限公司 

中国 
浙江省 

千米ドル 
5,000 四輪事業

100.0
(40.0)

―
兼任４名
出向１名 ―

当社からの部品
仕入・設備購入 ―

寧波出口加工区提愛思泉盟汽車 
内飾有限公司 

中国 
浙江省 

千米ドル 
5,000 四輪事業

100.0
(40.0)

―
兼任４名
出向１名 ―

当社からの技術
支 援・部 品 仕
入・設備購入、
当社への製品販
売 

―

武漢提愛思全興汽車零部件 
有限公司 

中国 
湖北省 

千米ドル 
9,000 四輪事業 60.0 ―

兼任１名
出向２名 ―

当社からの技術
支援・設備購入 ―

サン化学工業㈱ 静岡県 
浜松市 

百万円 
99 四輪事業 43.7 0.2

兼任２名
出向１名 ―

当社からの不動
産賃借、当社へ
の製品販売 

あり

名称 住所 資本金又 
は出資金 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 関係内容 

所有割合
(％) 

被所有
割合 
(％) 

役員の
兼任等 

資金
援助 営業上の取引 設備の

賃貸借

広州広愛興汽車零部件有限公司 中国 
広東省 

千米ドル 
5,000 四輪事業 36.0 ―

兼任１名
出向１名 ―

当社からの技術
支援 ―



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当グループへの出向者を含む。)であ

り、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しています。 

２ 従業員数は、主たる業務により事業の種類別に分類しているため、二輪事業、四輪事業及び全社(共通)のセグメントに、

その他事業に係る従業員数が含まれています。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含んでいます。 

４ 前連結会計年度末と比較して、従業員数が1,232名増加していますが、主として当中間連結会計期間より４社を連結の範

囲に含めたことによるものです。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員数は( )内

に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しています。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含んでいます。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社、連結子会社ともに、労使関係は安定しており特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

二輪事業 262 (120) 

四輪事業 10,258(2,114) 

その他事業 100  (55) 

全社(共通) 276  (47) 

合計 10,896(2,336) 

従業員数(名) 1,467(379) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の世界経済は、原油価格の高騰といったマイナス要因はあったものの景気の拡大基調に変化

はありませんでした。米国では引き続き設備投資、個人消費が堅調に推移したことから景気拡大が持続し、雇用情

勢に不安が残る欧州でも景気回復を示しました。また、中国は引き続き高い経済成長を維持し、その他のアジア諸

国においても、景気は緩やかながら拡大を続けています。 

こうしたなか、我が国経済も輸出、個人消費、設備投資が堅調な伸びを示し、緩やかな景気拡大が継続しまし

た。 

当グループの関連する自動車業界は、米国、欧州では生産・販売台数とも概ね横ばいで推移しましたが、中国で

は引き続き好調な伸びを示しています。一方、国内は輸出が伸びたことで生産台数は増加しましたが、販売台数は

昨年同様に横ばいで推移しました。 

このような状況のなか、当グループは第９次中期計画の達成に向け、積極的に事業活動を展開してまいりまし

た。９次中期２年目にあたる当中間連結会計期間においては、中国、インド、イギリスなど拡充を図ってきた海外

拠点の生産活動が本格化し、グローバル体制をより強固なものとすることができました。 

中国 浙江省に新設した寧波出口加工区提愛思泉盟汽車内飾有限公司が、６月より北米向けトリムカバーの生産

を開始し、部品の世界相互補完体制の拡充を図ることができました。今後は、日本、イギリス向けの生産を開始す

る予定となっています。 

また、大きな成長が期待されるインドでは、生産能力の増強を図っていたテイエス テック サン(インディア)リ

ミテッドが、６月よりHonda「シビック」の四輪車用シート・ドアトリムの生産を開始しました。 

さらに、テイエス テック ユーケー リミテッドで進められていた工場の拡張工事も７月に完了し、来春１月にイ

ギリスで発売が予定されているHonda「ＣＲ－Ｖ」用シートの新規受注に対応する体制を整えることができました。

一方、国内においては、一貫生産ラインを導入した埼玉工場で新型Honda「ＣＲ－Ｖ」のシート・ドアトリムなど

の製造が開始となり、「世界のモデル工場」を目指す生産体質改革も着実に前進させることができました。また、

技術センターにおいては、開発効率の更なる向上を図るために、製品技術棟の増改築にも着手しています。 

  

以上のような結果、当中間連結会計期間の売上高は、1,982億58百万円と前中間連結会計期間に比べ349億75百万

円(21.4％)の増収となりました。利益面では、営業利益は64億35百万円と前中間連結会計期間に比べ20億49百万円

(46.7％)の増益、経常利益は70億87百万円と前中間連結会計期間に比べ25億15百万円(55.0％)の増益、中間純利益

は39億21百万円と前中間連結会計期間に比べ16億83百万円(75.2％)の増益となりました。 

  



分野別売上高の状況につきましては、二輪事業分野では、主に国内における受注増加及び子会社を新たに連結対

象に加えたことなどにより、売上高は49億82百万円と前中間連結会計期間に比べ３億72百万円(8.1％)の増収となり

ました。 

四輪事業分野では、引き続き国内市場は伸び悩んだものの、得意先の輸出拡大に伴う受注増加及び北米を始めと

する海外での業績が好調に推移したことなどにより、売上高は1,889億82百万円と前中間連結会計期間に比べ346億

87百万円(22.5％)の増収となりました。 

その他事業分野では、国内における自動車市場の伸び悩みを受け、車輌販売台数が減少したことなどにより、売

上高は42億92百万円と前中間連結会計期間に比べ84百万円(1.9％)の減収となりました。 

  

なお、所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりです。 

(日本) 

国内自動車市場の伸び悩みはあったものの、輸出増加を背景とした得意先からの受注増加により、売上高は823

億14百万円と前中間連結会計期間に比べ91億76百万円(12.5％)の増収となりました。 

利益面では、原材料価格の高騰等による影響はあったものの、増収に伴う利益の増加や原価低減効果等によ

り、営業利益は38億58百万円と前中間連結会計期間に比べ14億31百万円(58.9％)の増益となりました。 

(北米) 

原油価格高騰を背景に日系自動車メーカーの自動車販売が小型車を中心に好調に推移し、得意先からの安定し

た受注が確保できたことや為替換算上の増加等により、売上高は900億35百万円と前中間連結会計期間に比べ181

億43百万円(25.2％)の増収となりました。 

利益面では、原材料価格の高騰等による影響はあったものの、増収に伴う利益の増加や原価低減効果等によ

り、営業利益は14億83百万円と前中間連結会計期間に比べ５億59百万円(60.6％)の増益となりました。 

(中国) 

拡大を続ける中国市場においては、得意先からの受注が引き続き好調に推移し、新拠点である武漢提愛思全興

汽車零部件有限公司での量産も開始されたことにより、売上高は177億72百万円と前中間連結会計期間に比べ71億

38百万円（67.1％）の増収となりました。 

利益面では、原材料価格の高騰等による影響はあったものの、増収に伴う利益の増加等により、営業利益は26

億57百万円と前中間連結会計期間に比べ13億30百万円(100.2％)の増益となりました。 

(その他の地域) 

インドネシアにおいてガソリン価格上昇を背景とした市場縮小の影響を受けたものの、その他のアジア地域、

イギリス及びブラジルにおいては、新機種の受注が好調に推移した結果、売上高は199億26百万円と前中間連結会

計期間に比べ52億28百万円(35.6％)の増収となりました。営業利益ではイギリスにおける新機種立上準備費用の

発生やインドネシアの減収に伴う影響等により、５億58百万円と前中間連結会計期間に比べ６億19百万円

(52.6％)の減益となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により84億43百万円増加し、投資活動により44

億74百万円減少し、財務活動により９億75百万円減少し、この結果、現金及び現金同等物は29億43百万円の増加と

なり、期末残高は89億83百万円(前年同期比170.6％増)となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動により得られた資金は、84億43百万円と前中間連結会計期間に比べ87億51百万円の資金の増加となりま

した。これは、売上債権の増減額が前中間連結会計期間と比べ16億２百万円の減少から61百万円の増加となったも

のの、税金等調整前中間純利益が70億51百万円と前中間連結会計期間に比べ25億85百万円増加したこと及び仕入債

務の増減額が前中間連結会計期間に比べ36億91百万円の減少から42億66百万円の増加となったことなどによるもの

です。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動により支出した資金は、44億74百万円と前中間連結会計期間に比べ６億34百万円(16.5％)の増加となり

ました。これは、有形固定資産の取得による支出が46億57百万円と前中間連結会計期間に比べ７億22百万円減少し

たものの、定期預金の払戻による収入が３億70百万円と前中間連結会計期間に比べ23億12百万円減少したことなど

によるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動により支出した資金は、９億75百万円と前中間連結会計期間に比べ17億94百万円の資金の減少となりま

した。これは、短期借入金の純増減額が前中間連結会計期間に比べ16億55百万円の増加から16百万円の減少となっ

たこと及び少数株主への配当金の支払額が６億34百万円と前中間連結会計期間に比べ１億49百万円増加したことな

どによるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

(注) １ 金額は販売価格により算出しました。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３ その他事業の生産高には、商品仕入高を含んでおり、その内訳は以下のとおりです。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２ 最近２中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりです。 
  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

二輪事業 4,982 5.6

四輪事業 188,478 21.7

その他事業 4,343 1.9

合計 197,804 20.8

販売用車輌の商品仕入高 1,864百万円

その他 2,479百万円

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

二輪事業 5,152 10.6 1,069 32.7 

四輪事業 193,973 22.2 31,079 9.9 

その他事業 4,235 △5.2 300 △48.7 

合計 203,360 21.2 32,449 9.4 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

二輪事業 4,982 8.1 

四輪事業 188,982 22.5 

その他事業 4,292 △1.9 

合計 198,258 21.4 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

本田技研工業㈱ 45,983 28.2 52,038 26.2 

ホンダオブアメリカマニ
ュファクチュアリング・
インコーポレーテッド 

25,205 15.4 36,712 18.5 

ホンダマニュファクチュ
アリングオブアラバマ・
エル・エル・シー 

30,173 18.5 30,949 15.6 



３ 【対処すべき課題】 

堅調な動きを見せている世界経済や、米国における日系自動車メーカーの好調さなど、明るい要素はあるものの、

完成車メーカーの「世界最適調達」の動きも引き続き強まりを見せています。こうしたことから、自動車部品業界は

今後もグローバルベースでの厳しい競争下におかれると推測されます。 

このような状況下、当グループは「桁違い品質の実現」「コア技術の進化」「企業体質の強化」「グローバルオペ

レーションの強化」の４つの重点施策の更なる具現化を目指すことで、今後の厳しい受注競争に勝ち残っていく所存

です。特に製造品質の向上や部品の世界相互補完については、海外支援をより一層強めることで、グローバルマネジ

メント体制を強化し、目標達成に向けた取組みを加速させてまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当グループは『創造とチャレンジ、自立化』を行動要件とし、ユニークでかつ競争力のある製品群を生み出すべ

く、進化する次世代内装品への研究開発活動を行っています。 

また、当社の強みであるグローバル展開力を活かし、日本、北米、欧州、中国、アジア等での営業・生産活動から

発信されるグローバルな情報を的確にとらえ、世界的視野での研究開発活動も行っています。 

その活動は、栃木県の技術センターを核とし、テクニカルセンターの新設により研究開発能力を強化したテイエス 

テック ノースアメリカ インコーポレーテッドにおいても行っています。 

研究開発の内容は、ユーザーニーズ、得意先ニーズに応え、期待以上の製品を提供する為に、安全技術、環境対応

技術、快適技術、多機能技術及び外観クオリティー技術を基軸に展開しています。 

主な開発商品は、二輪車・四輪車用のシート及び内装品です。 

なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、48億88百万円です。 

  

(二輪事業) 

１ 環境対応技術 

二輪車用シート構成材料のマテリアルリサイクル活動及び有害物質を使用しない製品を創出する為の研究開発活

動を行っています。また、騒音軽減、軽量化の材料開発を実施し、二輪車のCO2排出削減に貢献しています。
 

  

２ 快適技術 

二輪車特有の尻痺れ感、痛みを低減する為、感応的な要素を定量的に測定する評価技術を用いてニューモデルの

開発を行っています。また、二輪車用シートの快適性向上を目指し、体格に応じたシートポジショニングと硬度可

変機構を付与した製品等の開発を行っています。 

  



３ 外観クオリティー技術 

二輪車用シートの外観出来映えを定量的に評価する手法により、出来映えが向上する新設計・新技術をニューモ

デルに随時搭載しています。また、意匠の再現性や加飾性に富んだ新技術シートも開発展開を図っています。 

当二輪事業に係る研究開発費の金額は、３億70百万円です。 

  

(四輪事業) 

１ 安全技術 

世界の事故情報から生まれる安全基準の情報を元に、独自の基準を設け、スタテック／ダイナミックによる実験

研究開発を行っています。 

この実験からアウトプットされる多種多様のデータを元に、コンピュータ解析及び信頼性を向上させる為の独自

のシミュレーション解析を行っています。 

また、サプリメンタル・レストレイント・システムである側突エアバック組込みシート及びスマート・レストレ

イント対応技術開発も行っています。 

更に、脚光を浴びている後方衝突により頚部障害軽減の為のアクティブヘッドレストの開発に取組み、商品化し

ました。この様に全方位安全を考慮した安全技術開発を主開発に掲げ、取組みを強化しています。 

  

２ 環境対応技術 

社会の一員として、人の健康維持、地球環境の保全の為、環境対応技術の開発を行っています。 

環境負荷極小化の為、自社の製品に使用している全ての材料・部品に含まれる有害化学物質の調査を行うととも

に、設計段階でVOC(揮発性有機化合物)の低減等、有害化学物質の使用を避け、代替材料の研究開発活動を展開して

います。 

また、自社製品に使用している材料・部品のリサイクル化技術として、四輪車用シート等の易解体性向上の研

究、ドアトリムのオールオレフィン化等、リサイクル性向上の研究を進めるとともに、フロントシートのマグネシ

ウム合金フレームに代表される重量軽減化の研究開発も行っています。 

  

３ 快適技術 

着座初期の快適性向上、長時間走行における疲労低減を目的とした研究開発を行っています。具体的には、人間

工学研究に基づく静的快適性の研究、また大学機関との生理学研究及び独自理論による疲労度定量評価等の疲労の

研究を基礎研究として行っています。 

最新基礎研究結果を随時製品に搭載し、常に世界TOPの快適性シートを目指し開発を行っています。 

また、将来における快適性シートの実現に向け、アクティブ機能デバイスの先行開発も行っています。 

  



４ 多機能技術 

時代要求の高いスモールカー、SUV車において進化が著しい多機能技術に対応する為、人材を集中しオリジナル商

品の開発に取組んでいます。 

デタッチャブル ハンドキャリー センターシート、チップアップ＆ロングスライド機構、空調シートとリア・パ

ワーフォールダウンヘッドレスト及びチップアップ・ワンモーション・ダイブダウンリアシート等、ユニークで且

つ時代をリードする競争力のある商品を開発し、商品化してきました。 

特に空調シートや新開発ウエイトセンサー等の電装部品との融合技術を今後も強化していきます。 

  

５ 外観クオリティー技術 

世界TOPブランドとしての外観クオリティーを目指して研究調査を行い、シート構成要素別に外観寄与率の基準を

定めたオリジナル技術評価をベースとした、世界TOP外観クオリティーシートの研究開発活動を展開しています。 

  

６ 内装技術 

内装品のドアトリムやルーフトリムについても、環境対応以外に商品魅力向上の為の質感の高い新加工技術、新

加飾技術、照明等の開発に積極的に取組んでいます。 

当四輪事業に係る研究開発費の金額は、45億１百万円です。 

  

(その他事業) 

当グループのその他事業の研究開発活動は、二輪事業及び四輪事業の各研究開発活動による成果をベースに、その

他事業分野の個別ニーズに対応した応用技術開発を行い、商品デザインを含めた高質・高機能な新商品の開発活動を

行って、各得意先へ提案し採用頂いています。 

当その他事業に係る研究開発費の金額は、15百万円です。 

  

これらの基軸の技術を更に成長させ、全世界のお客様に積極発信し、シート及び内装品において世界をリードする

商品開発を行ってまいります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた設備計画に重要な変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりです。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれていません。 

２ 新機種対応、合理化を主な目的としている為、生産能力の増加は殆どありません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名又は事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セ 
グメントの名称 

設備の内容 
投資額 
(百万円) 

完了年月 
完成後の 
増加能力 

提出 
会社 

埼玉工場 
(埼玉県行田市) 

四輪事業 
四輪車用シート及び
内装品製造設備 

68 平成18年９月 （注２） 

埼玉工場 
(埼玉県川越市) 

四輪事業 
四輪車用内装品製造
設備 

438 平成18年９月 （注２） 

浜松工場 
(静岡県浜松市) 

二輪事業 
四輪事業 
その他事業 

四輪車用シート製造
設備 

66 平成18年９月 （注２） 

鈴鹿工場 
(三重県鈴鹿市) 

四輪事業 
四輪車用シート及び
内装品製造設備 

67 平成18年９月 （注２） 

技術センター 
(栃木県塩谷郡高根沢町) 

二輪事業 
四輪事業 
その他事業 

試験設備 114 平成18年９月 （注２） 

在外 
子会社 

テイエス テック ノース 
アメリカ インコーポレー
テッド 
(アメリカ オハイオ州) 

四輪事業 試験設備 168 平成18年９月 （注２） 

テイエス トリム インダ
ストリーズ インコーポレ
ーテッド 
(アメリカ オハイオ州) 

四輪事業 
四輪車用内装品製造
設備 

429 平成18年９月 （注２） 

テイエス テック ユーエ
スエー コーポレーション 
(アメリカ オハイオ州) 

四輪事業 
四輪車用シート製造
設備 

563 平成18年９月 （注２） 

テイエス テック アラバ
マ リミテッド ライアビ
リティー カンパニー 
(アメリカ アラバマ州) 

四輪事業 
四輪車用シート製造
設備 

124 平成18年９月 （注２） 

テイエス テック (タイラ
ンド) カンパニー リミテ
ッド 
(タイ アユタヤ県) 

四輪事業 
四輪車用シート製造
設備 

377 平成18年９月 （注２） 

テイエス テック ユーケ
ー リミテッド 
(イギリス ウィルシャ
ー) 

四輪事業 
四輪車用シート製造
設備 

927 平成18年９月 （注２） 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当する事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 136,000,000

計 136,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 34,000,000 34,000,000 非上場 ― 

計 34,000,000 34,000,000 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。 

２ 当中間会計期間末現在、当社の主要株主である株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成18年11月24日付けで、主要株主でな

くなっています。この主要株主の異動にさいし、平成18年12月４日付けで臨時報告書を提出しています。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年９月30日 ― 34,000 ― 4,700 ― 5,121

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山二丁目１番１号 7,680,000 22.59

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 3,400,000 10.00

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷三丁目29番22号 1,890,000 5.56

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,699,500 5.00

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 1,360,000 4.00

株式会社埼玉りそな銀行 
埼玉県さいたま市浦和区常盤七丁目４番
１号 

1,340,000 3.94

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 960,000 2.82

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号 920,000 2.71

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 890,000 2.62

株式会社ブリヂストン 東京都中央区京橋一丁目10番１号 768,000 2.26

計 ― 20,907,500 61.49

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,699,500株 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ １単元は100株です。 

２ 「単元未満株式」には、自己株式が59株含まれていますが、これは単元未満株式の買取請求によるものです。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

非上場であり、気配相場もないため記載を省略しました。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(相互保有株式) 
普通株式 93,300

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

33,898,000 
338,980 ― 

単元未満株式 
普通株式 

8,700 
― ― 

発行済株式総数 34,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 338,980 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(相互保有株式) 
サン化学工業株式会社 

静岡県浜松市新都田 
四丁目４番６号 

70,000 ― 70,000 0.2

(相互保有株式) 
総和産業株式会社 

千葉県千葉市若葉区 
加曾利町839 

23,300 ― 23,300 0.1

計 ― 93,300 ― 93,300 0.3



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しています。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

います。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について

は、監査法人トーマツ及び新榮監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸

表については、監査法人トーマツにより中間監査を受けています。 

なお、従来から当社が監査証明を受けていた新榮監査法人は、平成18年６月23日開催の定時株主総会終了の時をも

って、当社の会計監査人を辞任しています。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    4,358 9,191   5,279 

２ 受取手形及び 
売掛金 

※３  48,181 54,384   53,396 

３ たな卸資産    16,942 20,450   18,059 

４ 未収還付 
  法人税等 

   ― 2,140   406 

５ その他    4,860 6,008   5,070 

６ 貸倒引当金    △135 △154   △179 

流動資産合計    74,206 56.4 92,021 58.3   82,032 56.1

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物及び 
構築物 

※２ 12,319   14,022 13,327   

(2) 機械装置 
及び運搬具 

  13,315   14,234 14,003   

(3) 工具器具 
及び備品 

  4,917   5,383 5,208   

(4) 土地 ※２ 7,049   7,552 7,296   

(5) その他   1,276   2,812 2,230   

有形固定資産 
合計 

   38,879 29.5 44,005 27.9   42,066 28.8

２ 無形固定資産    519 0.4 946 0.6   779 0.5

３ 投資その他 
の資産 

         

(1) 投資有価 
証券 

  13,992   17,164 16,151   

(2) その他   4,338   3,756 5,408   

(3) 貸倒引当金   △285   △179 △279   

投資その他の 
資産合計 

   18,045 13.7 20,741 13.2   21,280 14.6

固定資産合計    57,444 43.6 65,693 41.7   64,126 43.9

資産合計    131,650 100.0 157,715 100.0   146,159 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び 
買掛金 

  
 
38,770 46,575

  
43,811 

２ 短期借入金    5,568 8,381   5,831 

３ １年以内に 
返済すべき 
長期借入金 

  

 

― 22

  

― 

４ １年以内償還 
予定社債 

※２ 
 

200 ―
  

― 

５ 賞与引当金    1,351 1,532   1,397 

６ 役員賞与 
  引当金 

  
 

― 60
  

― 

７ その他    8,721 9,486   9,988 

流動負債合計    54,612 41.5 66,058 41.9   61,029 41.8

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金    ― 24   ― 

２ 役員退職慰労 
引当金 

  
 

728 638
  

753 

３ 退職給付 
引当金 

  
 

1,190 1,047
  

1,207 

４ その他    5,039 6,281   5,693 

固定負債合計    6,959 5.3 7,992 5.1   7,655 5.2

負債合計    61,571 46.8 74,050 47.0   68,684 47.0

           

(少数株主持分)          

少数株主持分    3,682 2.8 ― ―   4,655 3.2

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    4,700 3.5 ― ―   4,700 3.2

Ⅱ 資本剰余金    5,121 3.9 ― ―   5,121 3.5

Ⅲ 利益剰余金    50,862 38.6 ― ―   54,909 37.6

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

  
 

7,213 5.5 ― ―
  

8,504 5.8

Ⅴ 為替換算調整 
勘定 

  
 
△1,500 △1.1 ― ―

  
△416 △0.3

資本合計    66,396 50.4 ― ―   72,819 49.8

負債、少数株
主持分及び資
本合計 

  

 

131,650 100.0 ― ―

  

146,159 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 4,700 3.0   ― ―

２ 資本剰余金    ― ― 5,121 3.2   ― ―

３ 利益剰余金    ― ― 58,524 37.1   ― ―

４ 自己株式    ― ― △17 △0.0   ― ―

株主資本合計    ― ― 68,328 43.3   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額 
  等 

         

１ その他 
  有価証券 
  評価差額金 

   ― ― 9,076 5.7   ― ―

２ 為替換算 
  調整勘定 

   ― ― 111 0.1   ― ―

評価・換算 
差額等合計 

   ― ― 9,188 5.8   ― ―

Ⅲ 少数株主持分    ― ― 6,147 3.9   ― ―

純資産合計    ― ― 83,664 53.0   ― ―

負債純資産 
合計 

   ― ― 157,715 100.0   ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     163,282 100.0 198,258 100.0   357,486 100.0

Ⅱ 売上原価     150,072 91.9 181,285 91.4   327,553 91.6

  売上総利益     13,209 8.1 16,972 8.6   29,932 8.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

          

 １ 梱包運搬費   1,651   2,202 3,631   

 ２ 役員報酬   232   238 466   

 ３ 役員退職慰労 
   引当金繰入額 

  64   90 89   

 ４ 給与手当   3,299   3,876 7,237   

 ５ 減価償却費   414   477 933   

 ６ 研究開発費   309   246 651   

 ７ その他   2,851 8,823 5.4 3,404 10,537 5.3 5,796 18,807 5.3

   営業利益     4,386 2.7 6,435 3.3   11,125 3.1

Ⅳ 営業外収益           

 １ 受取利息   72   113 180   

 ２ 受取配当金   95   129 175   

 ３ 収入家賃   38   62 86   

 ４ 持分法による 
   投資利益 

  ―   254 0   

 ５ 為替差益   23   239 ―   

 ６ その他   94 324 0.2 66 865 0.4 234 677 0.2

Ⅴ 営業外費用           

 １ 支払利息   94   185 233   

 ２ 持分法による 
   投資損失 

  0   ― ―   

 ３ 為替差損   ―   ― 8   

 ４ その他   43 138 0.1 27 213 0.1 75 318 0.1

   経常利益     4,572 2.8 7,087 3.6   11,484 3.2

            



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益           

 １ 前期損益修正益 ※１ ―   ― 176   

 ２ 固定資産売却益 ※２ 13   12 25   

 ３ 貸倒引当金 
   戻入益 

  34   63 ―   

 ４ その他   0 48 0.0 1 77 0.0 48 249 0.1

Ⅶ 特別損失           

 １ 固定資産売却損 ※３ 2   2 7   

 ２ 固定資産除却損 ※４ 83   94 170   

 ３ 固定資産 
   減損損失 

※５ 66   15 141   

 ４ その他   1 154 0.1 0 113 0.0 2 321 0.1

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益 

    4,466 2.7 7,051 3.6   11,412 3.2

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  1,696   2,337 3,248   

   法人税等調整額   △193 1,503 0.9 △411 1,925 1.0 △187 3,060 0.9

   少数株主利益     724 0.4 1,204 0.6   1,787 0.5

   中間(当期) 
   純利益 

    2,238 1.4 3,921 2.0   6,564 1.8



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   5,121 5,121

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
(期末)残高 

  5,121 5,121

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   48,793 48,793

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１ 中間(当期)純利益   2,238 6,564  

２ 連結子会社増加に伴う 
  剰余金増加高 

  173 2,411 173 6,738

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 配当金   238 476  

２ 役員賞与   86 86  

(うち監査役賞与)   (10) (10)  

３ 従業員奨励福利基金等   18 342 59 622

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
(期末)残高 

  50,862 54,909

     



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 4,700 5,121 54,909 ― 64,731

当中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当   △305   △305

役員賞与   △117   △117

従業員奨励福利基金等   △31   △31

連結範囲の変動及び 
持分法の適用範囲の変動   148   148

中間純利益   3,921   3,921

自己株式の取得   △17 △17

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)     ―

当中間連結会計期間中の 
変動額合計(百万円) ― ― 3,615 △17 3,597

平成18年９月30日残高(百万円) 4,700 5,121 58,524 △17 68,328

  
評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 8,504 △416 8,088 4,655 77,474

当中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当     △305

役員賞与     △117

従業員奨励福利基金等     △31

連結範囲の変動及び 
持分法の適用範囲の変動     148

中間純利益     3,921

自己株式の取得     △17

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) 572 527 1,099 1,492 2,591

当中間連結会計期間中の 
変動額合計(百万円) 572 527 1,099 1,492 6,189

平成18年９月30日残高(百万円) 9,076 111 9,188 6,147 83,664



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

    

１ 税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 4,466 7,051 11,412

２ 減価償却費  3,787 3,806 7,690

３ 固定資産減損損失  66 15 141

４ 連結調整勘定償却額  △0 ― △1

５ のれん償却額  ― 3 ―

６ 貸倒引当金の減少額  △279 △31 ―

７ 賞与引当金の増加額  36 104 83

８ 役員賞与引当金の増加額  ― 60 ―

９ 退職給付引当金等の 
増減額(△は減少) 

 71 △281 113

10 受取利息及び受取配当金  △167 △243 △356

11 支払利息  94 185 233

12 持分法による投資利益  ― △254 ―

13 有形固定資産売却益  △13 △12 △25

14 有形固定資産売却損  2 2 7

15 有形固定資産除却損  83 94 170

16 売上債権の増減額 
(△は増加） 

 1,602 △61 △2,167

17 たな卸資産の増加額  △3,542 △2,030 △4,164

18 仕入債務の増減額 
(△は減少） 

 △3,691 4,266 △238

19 その他  △83 △654 △885

小計  2,433 12,021 12,014

20 利息及び配当金の受取額  167 243 356

21 利息の支払額  △94 △185 △233

22 法人税等の支払額  △2,814 △3,635 △4,812

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △308 8,443 7,324

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による 
支出 

 △246 △145 △403

２ 定期預金の払戻による 
収入 

 2,682 370 3,639

３ 有形固定資産の取得による 
支出 

 △5,380 △4,657 △11,637

４ 有形固定資産の売却による 
収入 

 52 173 153

５ 投資有価証券の取得による 
支出 

 △12 △18 △24

６ 関係会社出資金の取得 
による支出 

 △1,053 ― △1,757

７ 貸付による支出  △138 △83 △233

８ 貸付金の回収による収入  287 105 450

９ その他  △32 △218 △168

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △3,840 △4,474 △9,980



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

    

１ 短期借入金の純増減額 
  (△は減少） 

 ― △16 2,166

２ 短期借入れによる収入  2,112 ― ―

３ 短期借入金の返済による 
  支出 

 △457 ― ―

４ 長期借入金の返済による 
支出 

 △112 △18 △116

５ 社債の償還による支出  ― ― △200

６ ファイナンス・リース 
債務の返済による支出 

  
  

― ― △25

７ 自己株式の取得による支出   ― △0 ―

８ 配当金の支払額  △238 △305 △476

９ 少数株主への配当金の 
支払額 

 △485 △634 △604

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 819 △975 743

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 211 △51 446

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
(△は減少） 

 △3,116 2,943 △1,465

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 6,119 4,971 6,119

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
現金同等物の増加額 

 317 1,068 317

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 3,320 8,983 4,971

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社  22社 

(2) 主要な連結子会社名称 

  テイエス テック ホー

ルディング カンパニ

ー 

  テイエス テックトリ

ム フィリピンズ イン

コーポレーテッド 

  テイエス テック(タイ

ランド)カンパニーリ

ミテッド 

  テイエス テック ユー

ケー リミテッド 

  九州テイ・エス㈱ 

  広州提愛思汽車内飾系

統有限公司 

  テイエス テック サン

(インディア)リミテッ

ド 

  ㈱ホンダプリモ テ

イ・エス 

  ピーティー テイエス 

テック インドネシア 

  テイエス テック(ホン

コン)カンパニー リミ

テッド 

  テイエス テック ド 

ブラジル リミターダ 

  広州徳愛康紡績内飾製

品有限公司 

  なお、テイエス テッ

ク ド ブラジル リミタ

ーダ及び広州徳愛康紡績

内飾製品有限公司につい

ては、その重要性が増加

したため、当中間連結会

計期間より連結の範囲に

含めることとしました。 

(1) 連結子会社  27社 

(2) 主要な連結子会社名称 

  テイエス テック ホー

ルディング カンパニ

ー 

  テイエス テックトリ

ム フィリピンズ イン

コーポレーテッド 

  テイエス テック(タイ

ランド)カンパニーリ

ミテッド 

  テイエス テック ユー

ケー リミテッド 

  九州テイ・エス㈱ 

  広州提愛思汽車内飾系

統有限公司 

  テイエス テック サン

(インディア)リミテッ

ド 

  ㈱ホンダプリモ テ

イ・エス 

  ピーティー テイエス 

テック インドネシア 

  テイエス テック(ホン

コン)カンパニー リミ

テッド 

  テイエス テック ド 

ブラジル リミターダ 

  広州徳愛康紡績内飾製

品有限公司 

  寧波保税区提愛思泉盟

汽車内飾有限公司 

  寧波出口加工区提愛思

泉盟汽車内飾有限公司 

  武漢提愛思全興汽車零

部件有限公司 

  サン化学工業㈱ 

  なお、寧波保税区提愛

思泉盟汽車内飾有限公

司、寧波出口加工区提愛

思泉盟汽車内飾有限公

司、武漢提愛思全興汽車

零部件有限公司及びサン

化学工業㈱については、

その重要性が増加したた

め、当中間連結会計期間

より連結の範囲に含める

こととしました。 

(1) 連結子会社  23社 

(2) 主要な連結子会社名称 

  テイエス テック ホー

ルディング カンパニ

ー 

  テイエス テックトリ

ム フィリピンズ イン

コーポレーテッド 

  テイエス テック(タイ

ランド)カンパニーリ

ミテッド 

  テイエス テック ユー

ケー リミテッド 

  九州テイ・エス㈱ 

  広州提愛思汽車内飾系

統有限公司 

  テイエス テック サン

(インディア)リミテッ

ド 

  ㈱ホンダプリモ テ

イ・エス 

  ピーティー テイエス 

テック インドネシア 

  テイエス テック(ホン

コン)カンパニー リミ

テッド 

  テイエス テック ド 

ブラジル リミターダ 

  広州徳愛康紡績内飾製

品有限公司 

  なお、テイエス テッ

ク ド ブラジル リミタ

ーダ及び広州徳愛康紡績

内飾製品有限公司につい

ては、その重要性が増加

したため、当連結会計年

度より連結の範囲に含め

ることとしました。ま

た、当連結会計年度にお

いて新たに設立したトラ

イモールド リミテッド 

ライアビリティー カン

パニーについても連結の

範囲に含めることとしま

した。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) 主要な非連結子会社名

称 

  サン化学工業㈱ 

(3) 主要な非連結子会社名

称 

  天津提愛思塑料製品有

限公司 

  重慶提愛思塑料製品有

限公司 

(3) 主要な非連結子会社名

称 

  サン化学工業㈱ 

  (4) 連結の範囲から除いた

理由 

  非連結子会社とした８

社は、小規模であり、重

要性がないので連結の範

囲から除外しています。 

(4) 連結の範囲から除いた

理由 

  非連結子会社とした４

社は、小規模であり、重

要性がないので連結の範

囲から除外しています。 

(4) 連結の範囲から除いた

理由 

  非連結子会社とした８

社は、小規模であり、重

要性がないので連結の範

囲から除外しています。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用関連会社数 

  １社 

(1) 持分法適用関連会社数 

  ２社 

(1) 持分法適用関連会社数 

  １社 

  (2) 持分法適用関連会社名 

  ラグナ テイエス ラ

ンド インコーポレー

テッド 

(2) 持分法適用関連会社名 

  ラグナ テイエス ラ

ンド インコーポレー

テッド 

  広州広愛興汽車零部件

有限公司 

  なお、広州広愛興汽車

零部件有限公司について

は、その重要性が増加し

たため、当中間連結会計

期間より持分法適用の範

囲に含めることとしまし

た。 

(2) 持分法適用関連会社名 

  ラグナ テイエス ラ

ンド インコーポレー

テッド 

  (3) 非連結子会社８社及び

関連会社５社に対する投

資については持分法を適

用せず原価法により評価

しています。 

(3) 非連結子会社４社及び

関連会社４社に対する投

資については持分法を適

用せず原価法により評価

しています。 

(3) 非連結子会社８社及び

関連会社５社に対する投

資については持分法を適

用せず原価法により評価

しています。 

  (4) 持分法を適用しない関

連会社名 

  テイエス・パピーホン

ダ㈱ 

  槇忠化成㈱ 

  ㈱テック東栄 

  総和産業㈱ 

  広州広愛興汽車零部件

有限公司 

(4) 持分法を適用しない関

連会社名 

  テイエス・パピーホン

ダ㈱ 

  槇忠化成㈱ 

  ㈱テック東栄 

  総和産業㈱ 

  

(4) 持分法を適用しない関

連会社名 

  テイエス・パピーホン

ダ㈱ 

  槇忠化成㈱ 

  ㈱テック東栄 

  総和産業㈱ 

  広州広愛興汽車零部件

有限公司 

  (5) 持分法を適用しない理

由 

  持分法を適用しない13

社については、おのおの

連結中間純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がな

いため持分法を適用して

いません。 

(5) 持分法を適用しない理

由 

  持分法を適用しない８

社については、おのおの

連結中間純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がな

いため持分法を適用して

いません。 

(5) 持分法を適用しない理

由 

  持分法を適用しない13

社については、おのおの

連結当期純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がな

いため持分法を適用して

いません。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項 

 連結子会社のうち、テイ

エス テック トリム フ

ィリピンズ インコーポレ

ーテッド、テイエス テッ

ク フィリピンズ インコ

ーポレーテッド、テイエス

テック(タイランド)カンパ

ニー リミテッド、テイエ

ス テック ユーケー リ

ミテッド、広州提愛思汽車

内飾系統有限公司、ピーテ

ィー テイエス テック

インドネシア、テイエス

テック(ホンコン)カンパニ

ー リミテッド、テイエス 

テック ド ブラジル リミ

ターダ及び広州徳愛康紡績

内飾製品有限公司の中間決

算日は６月30日です。 

 中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の

中間財務諸表を使用してい

ます。なお、中間連結決算

日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っています。 

 連結子会社のうち、テイ

エス テック トリム フ

ィリピンズ インコーポレ

ーテッド、テイエス テッ

ク フィリピンズ インコ

ーポレーテッド、テイエス

テック(タイランド)カンパ

ニー リミテッド、テイエ

ス テック ユーケー リ

ミテッド、広州提愛思汽車

内飾系統有限公司、ピーテ

ィー テイエス テック

インドネシア、テイエス

テック(ホンコン)カンパニ

ー リミテッド、テイエス 

テック ド ブラジル リミ

ターダ、広州徳愛康紡績内

飾製品有限公司、寧波保税

区提愛思泉盟汽車内飾有限

公司、寧波出口加工区提愛

思泉盟汽車内飾有限公司及

び武漢提愛思全興汽車零部

件有限公司の中間決算日は

６月30日です。 

 中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の

中間財務諸表を使用してい

ます。なお、中間連結決算

日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っています。 

 連結子会社のうち、テイ

エス テック トリム フ

ィリピンズ インコーポレ

ーテッド、テイエス テッ

ク フィリピンズ インコ

ーポレーテッド、テイエス

テック(タイランド)カンパ

ニー リミテッド、テイエ

ス テック ユーケー リ

ミテッド、広州提愛思汽車

内飾系統有限公司、ピーテ

ィー テイエス テック

インドネシア、テイエス

テック(ホンコン)カンパニ

ー リミテッド、テイエス 

テック ド ブラジル リミ

ターダ及び広州徳愛康紡績

内飾製品有限公司の決算日

は12月31日です。 

 連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在の財務

諸表を使用しています。な

お、連結決算日との間に生

じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行

っています。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 イ 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …中間決算末日の

市場価格等に基

づく時価法(評

価差額は、全部

資本直入法によ

り処理し、売却

原価は、移動平

均法により算

定) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 イ 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …中間決算末日の

市場価格等に基

づく時価法(評

価差額は、全部

純資産直入法に

より処理し、売

却原価は、移動

平均法により算

定) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 イ 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …決算末日の市場

価格等に基づく

時価法(評価差

額は、全部資本

直入法により処

理し売却原価

は、移動平均法

により算定) 

      時価のないもの 

    …移動平均法によ

る原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ロ たな卸資産 

   商品は個別法による

原価法により、原材

料、仕掛品及び製品は

先入先出法による原価

法(ただし、一部につ

いては個別法による原

価法)により、貯蔵品

は最終仕入原価法によ

る原価法により評価し

ています。 

 ロ たな卸資産 

同左 

 ロ たな卸資産 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

   親会社及び国内子会

社は定率法、在外連結

子会社は見積耐用年数

に基づく定額法を採用

しています。 

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(建物附属設備は

除く)については、定

額法を採用していま

す。 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。 

建物及び 
構築物 

２～50年

機械装置 
及び運搬具 

２～15年

工具器具 
及び備品 

２～20年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

   親会社及び国内子会

社は定率法、在外連結

子会社は見積耐用年数

に基づく定額法を採用

しています。 

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(建物附属設備は

除く)については、定

額法を採用していま

す。 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。 

建物及び
構築物 

２～50年

機械装置
及び運搬具

２～20年

工具器具
及び備品 

２～20年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

   親会社及び国内子会

社は定率法、在外連結

子会社は見積耐用年数

に基づく定額法を採用

しています。 

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(建物附属設備は

除く)については、定

額法を採用していま

す。 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。 

建物及び 
構築物 

２～50年

機械装置 
及び運搬具 

２～17年

工具器具 
及び備品 

２～20年

   ロ 無形固定資産 

   親会社及び国内子会

社は定額法(３～20

年)、在外連結子会社

は見積耐用年数に基づ

く定額法を採用してい

ます。 

 ロ 無形固定資産 

同左 

 ロ 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 イ 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してい

ます。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 イ 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 イ 貸倒引当金 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ロ 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給

に備えるため、支給見

込額に基づき計上して

います。 

   なお、在外連結子会

社は賞与引当金の計上

はしていません。 

 ロ 賞与引当金 

同左 

 ロ 賞与引当金 

同左 

   ハ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内

規に基づく中間期末要

支給額の100％を計上

しています。 

 ハ 役員退職慰労引当金 

同左 

 ハ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給

額の100％を計上して

います。 

   ニ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

います。 

   会計基準変更時差異

については、５年によ

る按分額を費用処理し

ています。 

   過去勤務債務につい

ては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(17年)による按分額を

費用処理することとし

ています。 

   数理計算上の差異に

ついては、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(17年)による按分額

をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処

理しています。 

   連結子会社の一部

は、退職金規定に基づ

く中間期末要支給額を

計上しています。 

 ニ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

います。 

   過去勤務債務につい

ては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(17年)による按分額を

費用処理することとし

ています。 

   数理計算上の差異に

ついては、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(17年)による按分額

をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処

理しています。 

連結子会社の一部

は、退職金規定に基づ

く中間期末要支給額を

計上しています。 

また、在外連結子会

社の一部は、確定拠出

型年金制度等を採用し

ています。 

 ニ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

しています。 

   会計基準変更時差異

については、５年によ

る按分額を費用処理し

ています。 

   過去勤務債務につい

ては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(17年)による按分額を

費用処理することとし

ています。 

   数理計算上の差異に

ついては、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(17年)による按分額

を翌連結会計年度より

費用処理することとし

ています。 

   連結子会社の一部

は、退職金規定に基づ

く期末要支給額を計上

しています。 

   また、在外連結子会

社の一部は、確定拠出

型年金制度等を採用し

ています。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ――――――  ホ 役員賞与引当金 

   役員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、当連結会計年度

における支給見込額に

基づき、当中間連結会

計期間に見合う分を計

上しています。 

  (会計方針の変更) 

   当中間連結会計期間

より「役員賞与に関す

る会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17

年11月29日 企業会計

基準第４号)を適用し

ています。これにより

営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純

利益は60百万円減少し

ています。 

―――――― 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっています。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 (イ)ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によ

っています。また、為

替予約が付されている

外貨建金銭債権債務に

ついては振当処理を行

っています。 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 (イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 (イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

   (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象 

   ヘッジ手段 

    デリバティブ取引

(為替予約取引) 

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象 

   ヘッジ手段 

同左 

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象 

   ヘッジ手段 

同左 

     ヘッジ対象 

    為替変動等による

損失の可能性があ

り、相場変動等が

評価に反映されて

いないもの及びキ

ャッシュ・フロー

が固定され、その

変動が回避される

もの。 

   ヘッジ対象 

同左 

   ヘッジ対象 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   (ハ)ヘッジ方針 

   為替リスクを回避す

る目的で、金銭債権債

務の回収及び支払の一

部についてキャッシ

ュ・フローを固定化し

ています。 

 (ハ)ヘッジ方針 

同左 

 (ハ)ヘッジ方針 

同左 

   (ニ)ヘッジの有効性評価

の方法 

   ヘッジ対象のキャッ

シュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の

累計を比較し、両方の

変動額を基礎に判定し

ています。 

 (ニ)ヘッジの有効性評価

の方法 

同左 

 (ニ)ヘッジの有効性評価

の方法 

同左 

  (6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

  消費税等の会計処理は

税抜方式を採用していま

す。 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

同左 

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資としてい

ます。 

同左 同左 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しています。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は77,516百万円で

す。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結貸借対照表の表示に関す

る変更は以下のとおりです。 

 １ 前中間連結会計期間における

「資本の部」は、当中間連結会

計期間から「純資産の部」とな

り、「純資産の部」は「株主資

本」、「評価・換算差額等」及

び「少数株主持分」に分類して

表示しています。 

 ２ 前中間連結会計期間において

独立掲記していました「資本

金」、「資本剰余金」及び「利

益剰余金」は、当中間連結会計

期間においては「株主資本」の

内訳科目として表示していま

す。 

 ３ 前中間連結会計期間において

「利益剰余金」の次に表示して

いました「その他有価証券評価

差額金」は、当中間連結会計期

間から「評価・換算差額等」の

内訳科目として表示していま

す。 

 ４ 前中間連結会計期間において

「利益剰余金」の次に表示して

いました「為替換算調整勘定」

は、当中間連結会計期間から

「評価・換算差額等」の内訳科

目として表示しています。 

 ５ 前中間連結会計期間において

「負債の部」の次に表示してい

ました「少数株主持分」は、当

中間連結会計期間から「純資産

の部」の内訳科目として独立掲

記しています。 

――――― 



  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― (企業結合に係る会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「企業結

合に係る会計基準」(企業会計審議

会 平成15年10月31日)及び「事業

分離等に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第７号)並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準適用指針第10号)を適用し

ています。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

１ 前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示していた「貸倒

引当金の増減額」は、重要性が増したため、当中間連

結会計期間より区分掲記しています。 

  なお、前中間連結会計期間の「貸倒引当金の増加

額」は90百万円です。 

２ 前中間連結会計期間まで投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示していた「関係

会社出資金の取得による支出」は、重要性が増したた

め、当中間連結会計期間より区分掲記しています。 

  なお、前中間連結会計期間の「関係会社出資金の取

得による支出」は△70百万円です。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

１ 前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシ

ュ・フローに表示していた「連結調整勘定償却額」

は、当中間連結会計期間より「のれん償却額」として

表示しています。 

２ 前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示していた「持分

法による投資損益」は、重要性が増したため、当中間

連結会計期間より区分掲記しています。 

  なお、前中間連結会計期間の「持分法による投資損

失」は０百万円です。 

３ 前中間連結会計期間まで財務活動によるキャッシ

ュ・フローに「短期借入れによる収入」及び「短期借

入金の返済による支出」として総額表示していました

が、期間が短く、かつ、回転が速い項目として明確に

表示するため、当中間連結会計期間より「短期借入金

の純増減額」として純額表示しています。 

  なお、前中間連結会計期間における「短期借入れに

よる収入」及び「短期借入金の返済による支出」を純

額表示した場合、「短期借入金の純増減額」は1,655

百万円です。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額は、59,545百

万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額は、68,489百

万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額は、64,028百

万円です。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供されている資産は次

のとおりです。 

  担保付債務は次のとおりです。 

土地 107百万円

建物及び 
構築物 

92百万円

一年以内償還 
予定社債 

200百万円

※２   ────── ※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供されている資産は次

のとおりです。 

土地 631百万円

※３   ────── ※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してい

ます。 

  なお、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が中間連結会計期間末

残高に含まれています。 

受取手形 36百万円

※３   ────── 

 ４ 保証債務 

被保証者 保証金額 
(百万円) 

被保証債務
の内容 

従業員 606 

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金 

天津提愛思塑料
製品有限公司 40 金融機関か

らの借入金 

重慶提愛思塑料
製品有限公司 46 金融機関か

らの借入金 

 ４ 保証債務 

被保証者 保証金額
(百万円)

被保証債務
の内容 

従業員 557

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金 

天津提愛思塑料
製品有限公司 40

金融機関か
らの借入金 

重慶提愛思塑料
製品有限公司 34

金融機関か
らの借入金 

 ４ 保証債務 

被保証者
保証金額 
(百万円) 

被保証債務 
の内容 

従業員 577 

テイ・エス 
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金 

天津提愛思塑料
製品有限公司 40 金融機関か

らの借入金 

重慶提愛思塑料
製品有限公司 48 金融機関か

らの借入金 

 ５ 受取手形裏書 
   譲渡高 

16百万円
 ５ 受取手形裏書
   譲渡高 

89百万円
 ５   ────── 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１   ―――――― ※１   ―――――― ※１ 前期損益修正益の内容は、前

連結会計年度にて計上した未払

製品保証費用について、当連結

会計年度において得意先との負

担割合が確定した結果によるも

のです。 

※２ 固定資産売却益の内訳 

建物及び 
構築物 

2百万円

機械装置 
及び運搬具 

11百万円

土地 0百万円

計 13百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

機械装置
及び運搬具 

12百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

建物及び
構築物 

2百万円

機械装置
及び運搬具 

22百万円

工具器具
及び備品 

0百万円

土地 0百万円

計 25百万円

※３ 固定資産売却損の内訳 

機械装置 
及び運搬具 

2百万円

工具器具 
及び備品 

0百万円

計 2百万円

※３ 固定資産売却損の内訳 

機械装置
及び運搬具 

0百万円

工具器具
及び備品 

2百万円

計 2百万円

※３ 固定資産売却損の内訳 

建物及び
構築物 

1百万円

機械装置
及び運搬具 

4百万円

工具器具
及び備品 

0百万円

土地 0百万円

計 7百万円

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物及び 
構築物 

48百万円

機械装置 
及び運搬具 

27百万円

工具器具 
及び備品 

7百万円

計 83百万円

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物及び
構築物 

22百万円

機械装置
及び運搬具 

60百万円

工具器具
及び備品 

10百万円

計 94百万円

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物及び
構築物 

67百万円

機械装置
及び運搬具 

71百万円

工具器具
及び備品 

31百万円

計 170百万円



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※５ 固定資産減損損失 

   当グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上し

ました。 

場所 用途 種類 
フィリピン 
ラグナ州 

工場建物 建物 

カナダ 
オンタリオ州 

遊休資産 
機械装置・
工具器具 

※５ 固定資産減損損失 

   当グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上し

ました。 

場所 用途 種類
アメリカ 
オハイオ州 

遊休資産 工具器具

※５ 固定資産減損損失 

   当グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上し

ました。 

場所 用途 種類 
フィリピン
ラグナ州 

工場建物 建物 

カナダ
オンタリオ州

遊休資産 
機械装置・
工具器具 

アメリカ
オハイオ州 

遊休資産 
機械装置・
工具器具 

熊本県菊池市 遊休地 土地 

   当グループは、製品カテゴリ

ーを資産グルーピングの基礎と

し、資産を事業用資産、共用資

産及び遊休資産にグルーピング

しています。 

   フィリピン ラグナ州に所有

する工場建物を賃貸用建物に転

用することを決定した結果、収

益性の低下が認められたことか

ら帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を固定資産

減損損失44百万円として特別損

失に計上しています。 

   なお、当該資産の回収可能価

額は使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを

11.4％で割り引いて算定してい

ます。 

   また、カナダ オンタリオ州

の遊休資産についても、今後の

使用見込がなく、売却が困難で

ある機械装置・金型について

は、帳簿価額の全額を減額し、

当該減少額を固定資産減損損失

22百万円として特別損失に計上

しています。 

当グループは、製品カテゴリ

ーを資産グルーピングの基礎と

し、資産を事業用資産、共用資

産及び遊休資産にグルーピング

しています。 

事業用資産及び共用資産につ

いては、減損の兆候はありませ

んでしたが、アメリカ オハイ

オ州の遊休資産について、今後

の使用見込がなく、売却が困難

である金型については、帳簿価

額の全額を減額し、当該減少額

を固定資産減損損失15百万円と

して特別損失に計上していま

す。 

   当グループは、製品カテゴリ

ーを資産グルーピングの基礎と

し、資産を事業用資産、共用資

産及び遊休資産にグルーピング

しています。 

   フィリピン ラグナ州に所有

する工場建物を賃貸用建物に転

用することを決定した結果、収

益性の低下が認められたことか

ら帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を固定資産

減損損失44百万円として特別損

失に計上しています。 

   なお、当該資産の回収可能価

額は使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを

11.4％で割り引いて算定してい

ます。 

   カナダ オンタリオ州及びア

メリカ オハイオ州の遊休資産

についても、今後の使用見込が

なく、売却が困難である機械装

置・金型については、帳簿価額

の全額を減額し、当該減少額を

固定資産減損損失として、それ

ぞれ24百万円、10百万円を特別

損失に計上しています。 

   また、熊本県菊池市に所有す

る遊休地についても、今後の使

用見込がなく、地価も著しく下

落したため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を固定資産減損損失62百万円と

して特別損失に計上していま

す。 

   なお、当該資産の回収可能価

額は正味売却価額により測定し

ており、相続税評価額を基に算

定しています。 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりです。 

 単元未満株式の買取りによる増加   59株 

新規連結会社が保有する自己株式(当社株式)の当社帰属分 30,581株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当する事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 34,000,000 ― ― 34,000,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) ― 30,640 ― 30,640

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 306 9 平成18年３月31日 平成18年６月26日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月15日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 306 9 平成18年９月30日 平成18年12月４日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金 
勘定 

4,358百万円

預入期間が３ 
か月を超える 
定期預金 

△1,037百万円

現金及び現金 
同等物 

3,320百万円

  

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

(平成18年９月30日) 

現金及び預金
勘定 

9,191百万円

預入期間が３
か月を超える 
定期預金 

△208百万円

現金及び現金
同等物 

8,983百万円

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

(平成18年３月31日) 

現金及び預金
勘定 

5,279百万円

預入期間が３
か月を超える 
定期預金 

△308百万円

現金及び現金
同等物 

4,971百万円

 



(リース取引関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

  

  
工具器具
及び備品 

(百万円) 

  

  
合計 

(百万円)

取得価額 
相当額 687  1,747  2,434

減価償却 
累計額 
相当額 

393  1,029  1,423

中間期末 
残高相当 
額 

294  717  1,011

       

  

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
及び備品

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額 
相当額 499 1,134 1,634

減価償却 
累計額 
相当額 

229 494 724

中間期末 
残高相当 
額 

270 639 909

  

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

  
工具器具
及び備品 

(百万円) 

  

  
合計 

(百万円) 

取得価額
相当額 490 1,620  2,111

減価償却
累計額 
相当額 

239 840  1,080

期末残高
相当額 250 780  1,030

   
 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 723百万円

１年超 330百万円

合計 1,054百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 507百万円

１年超 469百万円

合計 976百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 630百万円

１年超 486百万円

合計 1,116百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 526百万円

減価償却費相当額 508百万円

支払利息相当額 17百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 353百万円

減価償却費相当額 339百万円

支払利息相当額 15百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 945百万円

減価償却費
相当額 

917百万円

支払利息相当額 29百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

ます。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 369百万円

１年超 1,085百万円

合計 1,455百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 454百万円

１年超 1,488百万円

合計 1,942百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 434百万円

１年超 1,494百万円

合計 1,929百万円



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末) 

１ 時価のある有価証券 
  

  

２ 時価のない有価証券 
  

  

(当中間連結会計期間末) 

１ 時価のある有価証券 
  

  

２ 時価のない有価証券 
  

  

区分 
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

  その他有価証券 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 1,544 13,529 11,984

② その他 72 88 15

計 1,616 13,617 12,000

区分 
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  非上場株式 341

計 341

(2) その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  非上場株式 33

計 33

区分 
当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

  その他有価証券 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 1,627 16,751 15,124

② その他 72 104 31

計 1,699 16,856 15,156

区分 
当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  非上場株式 269

計 269

(2) その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  非上場株式 38

計 38



(前連結会計年度末) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価のない有価証券 

  

  

区分 
前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

  その他有価証券 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 1,556 15,664 14,107

② その他 72 109 37

合計 1,628 15,774 14,145

区分 
前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  非上場株式 343

計 343

(2) その他有価証券 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  非上場株式 33

計 33



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年４月１

日 至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

為替予約取引については、中間連結貸借対照表及び連結貸借対照表上の売掛金に振り当てられているため、開示の

対象から除いています。 

また、上記以外のデリバティブ取引は行っていません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当する事項は、ありません。 

  

前へ     



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社及び連結子会社は、四輪車用シート及び四輪車用内装品、二輪車用シート及び二輪車用附属用品等の製造及び

四輪車の販売を行っています。 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める四輪事業分野の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ 

(2) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・中国・インド・イギリス・インドネシア・香港・ブラジル 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用(1,556百万円)の主なものは、親会社の本社管理部

門にかかる費用です。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ 

(2) 中国 ………………… 中国・香港 

(3) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用(1,817百万円)の主なものは、親会社の本社管理部

門にかかる費用です。 

４ 従来、「その他の地域」に含めていました中国及び香港は、その重要性が増したため、前連結会計年度から「中国」とし

て区分表示しています。 

なお、変更後の区分により、前中間連結会計期間の所在地別セグメント情報を示すと次のとおりです。 

  

  日本

(百万円)   

北米 

(百万円) 

その他の
地域 
(百万円) 

計

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

  
連結 

(百万円) 

売上高   
  

  
  

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

66,255 
  

71,851 25,175 163,282 ― 
  

163,282

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

6,882 
  

40 156 7,079 (7,079)
  

―

計 73,137 
  

71,891 25,331 170,361 (7,079)
  

163,282

営業費用 70,709 
  

70,968 22,826 164,504 (5,608)
  

158,895

営業利益 2,427 
  

923 2,505 5,856 (1,470)
  

4,386

          

  日本

(百万円)   

北米 

(百万円) 

  
中国

(百万円)

その他の
地域 
(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

  
連結 

(百万円)

売上高 
  

  
  

  
  

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

71,278
  

89,989 
  

17,112 19,877 198,258 ― 
  
198,258

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

11,035
  

46 
  

659 48 11,790 (11,790)
  

―

計 82,314
  

90,035 
  

17,772 19,926 210,048 (11,790)
  
198,258

営業費用 78,455
  

88,552 
  

15,114 19,367 201,490 (9,667)
  
191,822

営業利益 3,858
  

1,483 
  

2,657 558 8,558 (2,122)
  

6,435

            



前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ 

(2) 中国 ………………… 中国・香港 

(3) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用(3,035百万円)の主なものは、親会社の本社管理部

門にかかる費用です。 

４ 従来、「その他の地域」に含めていました中国及び香港は、その重要性が増したため、当連結会計年度から「中国」とし

て区分表示しています。 

  

  日本

(百万円)   

北米 

(百万円) 

  
中国

(百万円)

その他の
地域 
(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

  
連結 

(百万円)

売上高 
  

  
  

  
  

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

66,255
  

71,851 
  

10,516 14,658 163,282 ─ 
  
163,282

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

6,882
  

40 
  

117 39 7,079 (7,079)
  

─

計 73,137
  

71,891 
  

10,633 14,697 170,361 (7,079)
  
163,282

営業費用 70,709
  

70,968 
  

9,306 13,520 164,504 (5,608)
  
158,895

営業利益 2,427
  

923 
  

1,327 1,177 5,856 (1,470)
  

4,386

            

  日本

(百万円)   

北米 

(百万円) 

  
中国

(百万円)

その他の
地域 
(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

  
連結 

(百万円)

売上高 
  

  
  

  
  

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

138,137
  
161,679 

  
27,416 30,252 357,486 ─ 

  
357,486

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

16,530
  

64 
  

230 527 17,352 (17,352)
  

─

計 154,668
  
161,743 

  
27,646 30,779 374,838 (17,352)

  
357,486

営業費用 147,839
  
159,959 

  
23,828 28,892 360,520 (14,158)

  
346,361

営業利益 6,829
  

1,783 
  

3,818 1,887 14,318 (3,193)
  

11,125

            



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ 

(2) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・中国・インド・イギリス・インドネシア・香港・ブラジル 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ 

(2) 中国 ………………… 中国・香港 

(3) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

４ 従来、「その他の地域」に含めていました中国及び香港は、その重要性が増したため、前連結会計年度から「中国」とし

て区分表示しています。 

なお、変更後の区分により、前中間連結会計期間の海外売上高を示すと次のとおりです。 

  

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
  

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ 

(2) 中国 ………………… 中国・香港 

(3) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

４ 従来、「その他の地域」に含めていました中国及び香港は、その重要性が増したため、当連結会計年度から「中国」とし

て区分表示しています。 

  

  北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 71,851 25,323 97,174 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 163,282 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 44.0 15.5 59.5 

  北米 中国 その他の地域   計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 89,989 17,184 20,032   127,206

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ ― ─   198,258

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 45.4 8.7 10.1   64.2

  北米 中国 その他の地域   計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 71,851 10,661 14,662   97,174

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ ― ─   163,282

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 44.0 6.5 9.0   59.5

  北米 中国 その他の地域   計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 161,679 27,781 30,415   219,875

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ ― ─   357,486

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 45.2 7.8 8.5   61.5



(企業結合等関係) 

該当する事項は、ありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,952円83銭 １株当たり純資産額 2,281円96銭 １株当たり純資産額 2,138円31銭

１株当たり中間純利益 65円83銭 １株当たり中間純利益 115円45銭 １株当たり当期純利益 189円63銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載していません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載していません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

中間連結貸借対照表上の純
資産の部の合計額(百万円) 

─ 83,664 ─

普通株式に係る純資産額 
(百万円) 

77,516  

差額の主な内訳(百万円) 
 少数株主持分 

─ 6,147 ─

普通株式の発行済株式数 
(千株) 

─ 34,000 ─

普通株式の自己株式数 
(千株) 

─ 30 ─

１株当たり純資産の算定に
用いられた普通株式の数 
(千株) 

─ 33,969 ─

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間連結損益計算書上の中
間(当期)純利益(百万円) 

2,238 3,921 6,564

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円) 

2,238 3,921 6,447

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 
 利益処分による役員賞与
金 

― ― 117 

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

34,000 33,969 34,000



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 平成17年８月24日開催の取締役

会の決議に基づき、下記の子会社

に平成17年10月７日に当グループ

が100％を追加出資しました。 

① 出資会社の概況 

―――――― ―――――― 

1)・商号    寧波保税区提愛

思泉盟汽車内飾

有限公司 

 ・住所    中国浙江省 

 ・資本金   5,000千米ドル 

 ・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

 ・出資金額  2,500千米ドル 

2)・商号    寧波出口加工区

提愛思泉盟汽車

内飾有限公司 

    

 ・住所    中国浙江省 

 ・資本金   5,000千米ドル 

 ・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

 ・出資金額  1,250千米ドル 

② 追加出資の目的 

  設備投資資金に充当すること

を目的としています。 

    

２ 平成17年９月29日開催の取締役

会の決議に基づき、下記の子会社

を新たに設立し、平成17年10月31

日に当グループが100％を出資し

ました。 

―――――― ―――――― 

① 設立した会社の概況 

 ・商号    トライモールド

リミテッド ラ

イアビリティ

カンパニー 

 ・住所    アメリカ オハ

イオ州 

 ・資本金   3,000千米ドル 

 ・事業の内容 樹脂成形部品の

製造 

 ・出資金額  3,000千米ドル 

    

② 設立の目的 

  樹脂成形部品の競争力強化を

目的としています。 

    



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 平成17年10月25日開催の取締役

会の決議に基づき、平成17年12月

12日に下記子会社出資金の一部を

広州汽車集団零部件有限公司に売

却する事で合意しました。なお、

譲渡金額の総額は12,795千元であ

り、本件の譲渡により当グループ

の持分比率は100％から52％とな

ります。 

―――――― ―――――― 

① 子会社の概況 

 ・商号    広州徳愛康紡績

内飾製品有限公

司 

 ・住所    中国広東省 

 ・資本金   3,300千米ドル 

 ・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

 ・取引の内容 該当する事項は

ありません 

    

② 売却の目的 

  中国広州地区における広州汽

車集団零部件有限公司との関係

を強化し、縫製事業の更なる競

争力向上を目的としています。 

    



(2) 【その他】 

該当する事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   3,245   3,717 1,143   

２ 受取手形 ※３ 314   264 263   

３ 売掛金   22,299   26,095 27,083   

４ たな卸資産   2,816   3,424 2,861   

５ その他 ※２ 3,556   4,809 4,586   

６ 貸倒引当金   △69   △35 △123   

流動資産合計    32,162 42.3 38,275 44.3   35,815 42.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物   4,569   4,744 4,847   

(2) 機械及び 
装置 

  4,058   3,763 3,874   

(3) 土地   5,227   5,240 5,240   

(4) その他   2,272   2,351 2,566   

有形固定資産
合計 

  16,127   21.2 16,100 18.6 16,528   19.8

２ 無形固定資産   398   0.5 790 0.9 646   0.8

３ 投資その他の 
資産 

         

(1) 関係会社 
株式 

  21,340   24,977 23,767   

(2) その他   6,194   6,458 6,922   

(3) 貸倒引当金   △153   △141 △144   

投資その他の
資産合計 

  27,381   36.0 31,295 36.2 30,545   36.5

固定資産合計    43,907 57.7 48,186 55.7   47,721 57.1

資産合計    76,069 100.0 86,462 100.0   83,537 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   1,348   1,681 1,647   

２ 買掛金   16,529   18,398 17,885   

３ 未払法人税等   461   895 474   

４ 賞与引当金   1,203   1,267 1,249   

５ 役員賞与 
引当金 

  ─   55 ─   

６ その他   2,358   2,802 4,293   

流動負債合計    21,902 28.8 25,099 29.0   25,551 30.6

Ⅱ 固定負債          

１ 役員退職慰労 
引当金 

  690   600 713   

２ 退職給付 
引当金 

  1,093   955 1,147   

３ 繰延税金負債   ―   4,981 4,497   

４ その他   3,756   33 1   

固定負債合計    5,540 7.3 6,570 7.6   6,359 7.6

負債合計    27,443 36.1 31,670 36.6   31,911 38.2

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    4,700 6.2 ― ―   4,700 5.6

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   5,121   ― 5,121   

資本剰余金合計    5,121 6.7 ― ―   5,121 6.1

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   763   ― 763   

２ 任意積立金   22,950   ― 22,950   

３ 中間(当期) 
未処分利益 

  7,877   ― 9,585   

利益剰余金合計    31,591 41.5 ― ―   33,299 39.9

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

   7,213 9.5 ― ―   8,504 10.2

資本合計    48,626 63.9 ― ―   51,625 61.8

負債・資本 
合計 

   76,069 100.0 ― ―   83,537 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 4,700 5.4   ― ―

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   ―   5,121 ―   

資本剰余金合計    ― ― 5,121 5.9   ― ―

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   ―   763 ―   

(2) その他利益 
  剰余金 

         

別途積立金   ―   23,950 ―   

繰越利益 
剰余金 

  ―   11,206 ―   

利益剰余金合計    ― ― 35,920 41.6   ― ―

４ 自己株式    ― ― △0 △0.0   ― ―

株主資本合計    ― ― 45,742 52.9   ― ―

Ⅱ 評価・換算 
  差額等 

         

１ その他有価証 
  券評価差額金 

   ― 9,049   ― 

評価・換算 
差額等合計 

   ― ― 9,049 10.5   ― ―

純資産合計    ― ― 54,791 63.4   ― ―

負債純資産 
合計 

   ― ― 86,462 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     67,995 100.0 76,254 100.0   143,396 100.0

Ⅱ 売上原価     63,533 93.4 69,963 91.7   133,338 93.0

   売上総利益     4,462 6.6 6,291 8.3   10,058 7.0

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    3,516 5.2 4,117 5.4   7,330 5.1

   営業利益     945 1.4 2,173 2.9   2,727 1.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,234 1.8 2,060 2.6   2,139 1.5

Ⅴ 営業外費用     3 0.0 12 0.0   3 0.0

   経常利益     2,176 3.2 4,222 5.5   4,862 3.4

Ⅵ 特別利益 ※２   59 0.1 91 0.1   118 0.1

Ⅶ 特別損失 ※３   85 0.1 77 0.0   157 0.1

   税引前中間 
   (当期)純利益 

    2,150 3.2 4,236 5.6   4,823 3.4

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  701   1,094 1,554   

   法人税等調整額   1 702 1.1 106 1,200 1.6 △123 1,430 1.0

   中間(当期) 
   純利益 

    1,447 2.1 3,035 4.0   3,392 2.4

   前期繰越利益     6,430 ―   6,430 

   中間配当額     ― ―   238 

   中間(当期) 
   未処分利益 

    7,877 ―   9,585 

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計 

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 4,700 5,121 763 22,950 9,585 33,299 ─ 43,121

当中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当     △306 △306   △306

 利益処分による役員賞与     △108 △108   △108

 中間純利益     3,035 3,035   3,035

 自己株式の取得     △0 △0

 別途積立金の積立     1,000 △1,000   ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)       ―

当中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― 1,000 1,621 2,621 △0 2,621

平成18年９月30日残高(百万円) 4,700 5,121 763 23,950 11,206 35,920 △0 45,742

  
評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,504 8,504 51,625

当中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 △306

 利益処分による役員賞与 △108

 中間純利益 3,035

 自己株式の取得 △0

 別途積立金の積立 ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 544 544 544

当中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 544 544 3,166

平成18年９月30日残高(百万円) 9,049 9,049 54,791



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

  時価のないもの 

  ……移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

  時価のないもの 

  ……同左 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

  時価のないもの 

  ……同左 

    その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は、移動

平均法により算

定) 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は、

移動平均法により

算定) 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……決算末日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定) 

    時価のないもの 

  ……移動平均法による

原価法 

  時価のないもの 

  ……同左 

  時価のないもの 

  ……同左 

  (2) たな卸資産 

  原材料・仕掛品・製品 

  ……先入先出法による

原価法 

    ただし、一部につ

いては、個別法に

よる原価法 

(2) たな卸資産 

  原材料・仕掛品・製品 

  ……同左 

(2) たな卸資産 

  原材料・仕掛品・製品 

  ……同左 

    貯蔵品 

  ……最終仕入原価法に

よる原価法 

  貯蔵品 

  ……同左 

  貯蔵品 

  ……同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用していま

す。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)

については、定額法を採

用しています。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。 

建物 ２～50年

機械及び 
装置 

２～15年

その他 ２～50年

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用していま

す。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)

については、定額法を採

用しています。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。 

建物 ２～50年

機械及び
装置 

２～17年

その他 ２～50年

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用していま

す。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)

については、定額法を採

用しています。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。 

建物 ２～50年

機械及び 
装置 

２～17年

その他 ２～50年

  (2) 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分)については、社内

における利用可能期間

(３～５年)に基づく定額

法を採用しています。そ

の他の無形固定資産は定

額法(５～20年)を採用し

ています。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) 長期前払費用 

  定額法(４～15年)を採

用しています。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しています。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込額

に基づき計上していま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるために、内規

に基づく中間期末要支給

額の100％を計上してい

ます。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるために、内規

に基づく期末要支給額の

100％を計上していま

す。 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当

中間会計期間末において

発生していると認められ

る額を計上しています。 

  会計基準変更時差異に

ついては、５年による按

分額を費用処理していま

す。 

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(17年)によ

る按分額を費用処理する

こととしています。 

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(17年)

による按分額をそれぞれ

発生の翌期より費用処理

しています。 

(4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当

中間会計期間末において

発生していると認められ

る額を計上しています。 

  

  

  

  

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(17年)によ

る按分額を費用処理する

こととしています。 

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(17年)

による按分額をそれぞれ

発生の翌期より費用処理

しています。 

(4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当

事業年度末において発生

していると認められる額

を計上しています。 

  会計基準変更時差異に

ついては、５年による按

分額を費用処理していま

す。 

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(17年)によ

る按分額を費用処理する

こととしています。 

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(17年)

による按分額をそれぞれ

発生の翌期より費用処理

しています。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ────── (5) 役員賞与引当金 

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当事業年度における

支給見込額に基づき、当

中間会計期間に見合う分

を計上しています。 

 (会計方針の変更) 

  当中間会計期間より

「役員賞与に関する会計

基準」(企業会計基準委

員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号)を

適用しています。 

  この結果、従来の方法

に比べて、営業利益、経

常利益及び税引前中間純

利益が55百万円減少して

います。 

────── 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

います。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ています。また、為替予

約が付されている外貨建

金銭債権債務については

振当処理を行っていま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

   デリバティブ取引

(為替予約取引) 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

同左 

    ヘッジ対象 

   為替変動等による損

失の可能性があり、

相場変動等が評価に

反映されていないも

の及びキャッシュ・

フローが固定され、

その変動が回避され

るもの。 

  ヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) ヘッジ方針 

  為替リスクを回避する

目的で、金銭債権債務の

回収及び支払の一部につ

いてキャッシュ・フロー

を固定化しています。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジの有効性評価の

方法 

  ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計を

比較し、両方の変動額を

基礎に判定しています。 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

を採用しています。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しています。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は54,791百万円で

す。 

 中間財務諸表等規則の改正による

中間貸借対照表の表示に関する変更

は以下のとおりです。 

 １ 前中間会計期間における「資

本の部」は、当中間会計期間か

ら「純資産の部」となり、「純

資産の部」は「株主資本」及び

「評価・換算差額等」に分類し

て表示しています。 

 ２ 前中間会計期間において独立

掲記していました「資本金」、

「資本剰余金」及び「利益剰余

金」は、当中間会計期間におい

ては「株主資本」の内訳科目と

して表示しています。 

 ３ 前中間会計期間において「利

益剰余金」の内訳科目として表

示していました「任意積立金」

は、当中間会計期間から「その

他利益剰余金」の内訳科目とし

て表示しています。 

   なお、本改正により従来の

「任意積立金」の区分は廃止さ

れています。 

 ４ 前中間会計期間において「利

益剰余金」の内訳科目として表

示していました「中間未処分利

益」は、当中間会計期間から

「その他利益剰余金」の内訳科

目である「繰越利益剰余金」と

して表示しています。 

 ５ 前中間会計期間において「利

益剰余金」の次に表示していま

した「その他有価証券評価差額

金」は、当中間会計期間から

「評価・換算差額等」の内訳科

目として表示しています。 

――――― 



  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――― (企業結合に係る会計基準等) 

 当中間会計期間から「企業結合に

係る会計基準」(企業会計審議会

平成15年10月31日)及び「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号)並びに「企業結合

会計基準及び事業分離会計基準に関

する適用指針」(企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企業会計基

準適用指針第10号)を適用していま

す。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

―――――― 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

―――――― (中間貸借対照表) 

１ 前中間会計期間まで固定負債の「その他」に含め

て表示していた「繰延税金負債」は、当中間会計期

間において、負債及び純資産の合計額の100分の５を

超えたため区分掲記しています。 

  なお、前中間会計期間の「繰延税金負債」は3,754

百万円です。 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 平成17年９月29日開催の取締役

会の決議に基づき4,000千英ポン

ドを下記の子会社に当社が100％

追加出資する予定です。 

① 出資会社の概要 

・商号    テイエス テッ

ク  ユーケー

リミテッド 

・住所    英国 ウィルシ

ャー 

・資本金   12,000千英ポン

ド(予定) 

・事業の内容 四輪車用シート

製造 

② 追加出資の目的 

   新機種受注に伴う設備投資資

金に充当することを目的として

います。 

────── ────── 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の 
減価償却累計額 

24,815百万円
※１ 有形固定資産の

減価償却累計額
25,962百万円

※１ 有形固定資産の 
減価償却累計額 

25,652百万円

※２ 消費税等の取扱い 

   「仮払消費税等」及び「仮受

消費税等」は相殺し、流動資

産の「その他」に含めて表示

しています。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２    ───── 

※３    ───── ※３ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してい

ます。 

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が中間会計期間末残高

に含まれています。 

受取手形 13百万円

※３    ───── 

 ４ 偶発債務 

   保証債務 

被保証者 保証金額 
(百万円) 

被保証債務
の内容 

従業員 606 

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金 

 ４ 偶発債務 

   保証債務 

 (注) 上記に含まれる外貨建て保

証債務は、８百万ポンドで

す。 

被保証者 保証金額
(百万円)

被保証債務
の内容 

従業員 557

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金 

㈱ホンダプリモ
テイ・エス 250

販売用車輌
仕入による
買掛金 

テイエス テッ
ク ユーケー  
リミテッド 

(注)1,800
金融機関か
らの借入金 

 ４ 偶発債務 

   保証債務 

  

被保証者
保証金額 
(百万円) 

被保証債務 
の内容 

従業員 577 

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金 



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

為替差益 135百万円

受取配当金 1,002百万円

収入家賃 69百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

為替差益 326百万円

受取配当金 1,635百万円

収入家賃 74百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

為替差益 326百万円

受取配当金 1,619百万円

収入家賃 141百万円

※２ 特別利益の主要項目 

―――――― 

※２ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益 91百万円

※２ 特別利益の主要項目 

―――――― 

※３ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 81百万円

※３ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 76百万円

※３ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 152百万円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,081百万円

無形固定資産 59百万円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,034百万円

無形固定資産 93百万円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,358百万円

無形固定資産 146百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりです。 

   単元未満株式の買取りによる増加   59株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） ─ 59 ─ 59



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

  
機械及 
び装置 
  
  

(百万円)

   その他
(車輌 
及び 
運搬具) 
(百万
円) 

 

  
その他 
(工具器
具及び 
備品) 
(百万円) 

       
合計 
  
  

(百万円) 

取得 
価額 
相当額

232  3  1,566 
 
1,803

減価 
償却 
累計額
相当額

151  0  917 

 

1,068

中間期
末残高
相当額

81  3  649 
 

734

  

  
機械及 
び装置 
  
  

(百万
円) 

 その他
(車輌 
及び 
運搬具)
(百万
円) 

その他
(工具器
具及び
備品) 
(百万円)

    
合計 
  
  

(百万円)

取得 
価額 
相当額

99  3 1,117 1,220

減価 
償却 
累計額
相当額

55  0 479 536

中間期
末残高
相当額

43  2 638 684

機械及
び装置
  
  

(百万円)

その他
(車輌 
及び 
運搬具) 
(百万
円) 

 

  
その他 
(工具器
具及び 
備品) 
(百万円) 

      
合計 
  
  

(百万円)

取得
価額 
相当額

160 3  1,440 
 
1,604

減価
償却 
累計額
相当額

106 0  690 

 

797

期末
残高 
相当額

53 3  749 
 

806

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 584百万円

１年超 168百万円

合計 752百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 439百万円

１年超 280百万円

合計 719百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 538百万円

１年超 328百万円

合計 866百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 449百万円

減価償却費相当額 431百万円

支払利息相当額 14百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 303百万円

減価償却費相当額 290百万円

支払利息相当額 12百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 796百万円

減価償却費相当額 765百万円

支払利息相当額 24百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

ます。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

同左 

―――――― ２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 0百万円

１年超 2百万円

合計 3百万円

―――――― 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 平成17年８月24日開催の取締役

会の決議に基づき、下記の子会社

に平成17年10月７日に当社が60％

を追加出資しました。 

① 出資会社の概況 

1)・商号    寧波保税区提愛

思泉盟汽車内飾

有限公司 

・住所    中国浙江省 

・資本金   5,000千米ドル 

・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

・出資金額  1,500千米ドル 

2)・商号    寧波出口加工区

提愛思泉盟汽車

内飾有限公司 

・住所    中国浙江省 

・資本金   5,000千米ドル 

・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

・出資金額  750千米ドル 

② 追加出資の目的 

   設備投資資金に充当すること

を目的としています。 

―――――― ―――――― 



  

  

(2) 【その他】 

平成18年11月15日の中間決算取締役会において、平成18年９月30日最終の株主名簿に記載又は記録された株主に

対し第61期中間配当として１株につき９円(総額306,000,000円)を支払うことを決議しました。 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

２ 平成17年10月25日開催の取締役

会の決議に基づき、平成17年12

月12日に下記子会社出資金の一

部を広州汽車集団零部件有限公

司に売却する事で合意しまし

た。なお、譲渡金額の総額は

12,795千元であり、本件の譲渡

により当社の持分比率は100％

から52％となります。 

① 子会社の概況 

・商号    広州徳愛康紡績内

飾製品有限公司 

・住所    中国広東省 

・資本金   3,300千米ドル 

・事業の内容 四輪車用シート表

皮の裁断・縫製 

・取引の内容 該当する事項はあ

りません 

② 売却の目的 

   中国広州地区における広州汽

車集団零部件有限公司との関係

を強化し、縫製事業の更なる競

争力向上を目的としています。 

―――――― ―――――― 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

  

  

  有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第55期) 

自 平成12年６月１日 
至 平成13年５月31日 

  平成18年６月22日 
関東財務局長に提出。 
  

  有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第56期) 

自 平成13年６月１日 
至 平成14年３月31日 

  平成18年６月22日 
関東財務局長に提出。 
  

  有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第57期) 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

  平成18年６月22日 
関東財務局長に提出。 
  

  半期報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第58期中) 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

  平成18年６月22日 
関東財務局長に提出。 
  

  有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第58期) 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

  平成18年６月22日 
関東財務局長に提出。 
  

  半期報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第59期中) 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

  平成18年６月22日 
関東財務局長に提出。 
  

  有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第59期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成18年６月22日 
関東財務局長に提出。 
  

  半期報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第60期中) 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

  平成18年６月22日 
関東財務局長に提出。 
  

  有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第60期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  平成18年６月26日 
関東財務局長に提出。 
  

  半期報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第58期中) 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

  平成18年９月12日 
関東財務局長に提出。 
  

  有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第58期) 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

  平成18年９月12日 
関東財務局長に提出。 
  

  
半期報告書の訂正 
報告書の訂正報告書 

平成18年６月22日関東財務局長へ提
出した第60期中(自平成17年４月１
日 至平成17年９月30日)半期報告
書の訂正報告書に係る訂正報告書 

  
平成18年９月12日 
関東財務局長に提出。 

          

  臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第４号の規定に基づく
提出 

  
平成18年12月４日 
関東財務局長に提出。 
  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当する事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

テイ・エス テック株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

  

私たち監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテ

イ・エス テック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

私たち監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たち監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続

に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たち監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表

に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

私たち監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、テイ・エス テック株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  

会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
以 上 

  

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  吉  田  英  司  ㊞ 

新榮監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  岩  村  浩  秀  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  赤  池  嘉  隆  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

テイ・エス テック株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテイ・

エス テック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、テイ・エス テック株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

  

平成18年12月11日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  沼  田  敦  士  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

テイ・エス テック株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

  

  
私たち監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテ
イ・エス テック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間(平成17年４
月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監
査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対
する意見を表明することにある。 
私たち監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たち監査法
人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に
応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たち監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  
私たち監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に
準拠して、テイ・エス テック株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平
成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  吉  田  英  司  ㊞ 

新榮監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  岩  村  浩  秀  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  赤  池  嘉  隆  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

テイ・エス テック株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテイ・

エス テック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、テイ・エス テック株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

  
 

平成18年12月11日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  沼  田  敦  士  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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